
別記様式

１．提 出都 市 計 画 法 第 ５ ３ 条 に 関 す る 申 告 書 年月日 年 月 日

２．建築主の氏名 〒
お よ び 住 所 氏 名 住 所

３．建築物の敷地の 〒276-
所在および地番 八千代市

４．連絡先住所氏名 〒
電 話 番 号 氏名（ ） 電話 （ ）

５． Ａ 木 造 ６． Ａ 新 築
主 建 ７．敷地面積 ㎡
要 Ｂ 鉄 骨 造 築 Ｂ 改 築
部 の ８．建築面積 ㎡
の Ｃ ｺ ﾝ ｸ ﾘ ｰ ﾄ ブ ﾛ ｯ ｸ造 区 Ｃ 増 築
構 分 ９．延べ面積 ㎡
造 Ｄ その他( ) Ｄ 移 転

10. Ａ 敷地および建築物ともに含まれて 11. Ａ 敷地および建築物ともに含まれて
都 内 いない。 市 区 いない。
市 に 街 域
計 含 Ｂ 敷地は含まれているが建築物は含 地 内 Ｂ 敷地は含まれているが建築物は含
画 ま まれていない。 開 に まれていない。
施 れ 都市計画施設名 発 含 市街地開発事業名
設 て （ ） 事 ま （ ）
の い 業 れ
区 る Ｃ 敷地および建築物ともに含まれて の て Ｃ 敷地および建築物ともに含まれて
域 か いる。 施 い いる。

都市計画施設名 行 る 市街地開発事業名
（ ） か （ ）

１２． Ａ 都市計画事業の施行として行う行為。
Ｂ 都市計画法施行令第３７条で定める行為。

１０－Ｃまたは Ｃ 非常災害のため必要な応急措置として行う行為。
１１－Ｃに該当 Ｄ Ａに準ずる行為として都市計画法施行令第３７条の２で定める行為。
し て い る 場 合 Ｅ 都市計画法施行令第３７条の３で定める行為。
当 該 建 築 行 為 Ｆ 都市計画法第５３条第２項で定める行為。
の 内 容 Ｇ 都市計画事業の認可を受けた事業地内で行う行為。

Ｈ 上 記 以 外 の 行 為 。

ア １０－Ａ，Ｂ又は１１－Ａ，Ｂ 都市計画法第５３条の規定に無関係。
確 イ １２－Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ 別途都市計画法第５３条に関する知事又は市長の証明を

受ける必要がある。
ウ １２－Ｆ 都市計画法第５３条第２項に基づく協議が

必要である。
エ １２－Ｇ 都市計画法第５３条第３項に基づき、同法

第５３条第１項の規定は適用しない。
認 オ １２－Ｈ 都市計画法第５３条第１項の許可を受ける

必要がある。

担 当
都 第 53条 許 可 済 備 考

欄
□都第58の２( 済・未 )

年 月 日 □土第７６条( 済・未 )



＜ 記載上の注意 ＞

１． この申告書は、建築しようとする建築物が、都市計画法第５３条の規定について
支障がないか否かを確認するものです。１２－Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅに該当する場合
は、別途証明書が必要であり、１２－Ｆに該当する場合は、別途協議が必要であり、
１２－Ｈに該当する場合は、別途許可が必要です。

２． この申告書の提出にあたっては、建築主自身で所要の事項を記載して下さい。

３． の欄内は記載しないで下さい。

４． ５、６、１０及び１１の欄は、該当する番号または記号を○印で囲んで下さい。

５． １０－Ｃ欄の都市計画施設名または１１－Ｃ欄の市街地開発事業名の記載は

次の例によって下さい。

（例） 都市計画施設名
（都市計画道路○○○号線）
（都市計画公園第○○○号○○公園）
市街地開発事業名

（都市計画○○土地区画整理事業）

６． 原則として位置図は、都市図（１／２，５００）を添付して下さい。

ただし、都市計画施設及び市街地開発事業の区域が確認できるものであり、かつ

縮尺が１／２，５００よりも詳細なものであれば、位置図として使用できます。

７． １０－Ｂまたは１１－Ｂに該当する場合は、位置図の他に計画線を入れた配置

図（１／５００以上）を各１部提出して下さい。

８． ６の欄で増築の場合は８及び９で増築面積の他、増築面積と既存面積の合計も記

載して下さい。

９． 提出部数

正・副本、各１部を提出して下さい。
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